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いのまた・ゆういち：多摩美術大
学教授。1948年東京生まれ。団
塊世代の典型。画材小売り、デ
ザイナーのための加工サービス、
初めての出力ショップを開き、
MdN創刊とあわただしく生きたの
は性分。今こそ、整理された情報
デザインが必要と信じるゆえ、い
わゆるデザイナーではないのにデ
ザインを教える。

www.tamabi.ac.jp/design/
inomata@tamabi.ac.jp
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なぜ電子送稿なのか？

11月、小生が所属するJPC（ジャパンパブリシングコン

ソーシアム ）は2日間にわたりコンファレンスを主催し

た。その1日目のテーマは「電子送稿DAY」だった。電子

送稿とはデジタルデータでの入稿を示すと思われるだろ

うが、実状は少し違う。違うというよりその論点は広告原

稿のことである。言い換えれば本文のページはDTPの

進化のおかげでデジタル化されたが、依然として広告ペ

ージは旧来の版下かセパレーションフイルム入稿がほと

んどだ。そのことを問題視した場の提供が今回のコンフ

ァレンスだ。

興味深い報告から始まる。米国での現状である。パソ

コン化率は95％以上であることやデータフォーマットが定

まるのに時間がかかったこと、細かな責任範囲を定めた

契約ベースの世界であること、プリフライト（最終出力す

る直前のデータに不具合がないかをソフトで検査する）

などが必要と報告された。しかしもっとも興味深いのは

電子送稿を積極的に促し、その効用を説き、旗を振り、

出校側（広告主）への教育やトレーニングまでを受け持っ

たのが発行主である出版社だったことだ。

現在の日本はどうか。出版デジタル化率50％以下、広

告ページの電子送稿はデータにならないほど低い。双方

には細かな契約はなく、うまく印刷されてあたりまえ。デ

ータフォーマットなんてまったく闇。「プリフライト、何それ？」

が実状だ。別の側面もある。一般的にはおおむね広告

ページは版下なら発売日4週間前、フイルムなら2週間前、

MOなどの電子入稿ならなんと4週間前に戻る。どんな

データフォーマットやフォントでやってくるかわからない分、

印刷側のリスクを軽減するためのマージンである。これ

が日本の今だ。

そこで、どうして電子送稿することが必要かを考えてみ

る。その第一のポイントは電子送稿がちゃんと実現され

れば、少なくとも1週間前入稿に変わる。新聞原稿なら2

日前オッケーという提案もある。つまり、製品発売などの

タイミングに合わせた、よりアップデートな情報を流せるこ

とは容易に想像できる。別な側面は入稿が縮まった分、

クリエイターは斬新なアイデアを生かし、じっくり制作でき

るというメリットも生まれるはずだ。

さてこの電子送稿を実現させるうえでのハードルは何

だろう。一番重要なのは意識改革であり、ワークフローの

再構築だろう。色校時点で文字直しをすればいいといっ

た曖昧さをなくすことだ。次に「色」や「文字」をどのよう

な形でお互いに保証しあえるかの技術的な約束ごとの

構築だ。その中には本文紙を使った色校正ではなくカラ

ープリントアウトを校正紙として了解しあえる色再現を含

む品質の統一とコンセンサス作りも極めて重要だ。

こんな側面も語れる。日本でもデザイナーにはまたた

く間にパソコンが行き渡った。90％を超えている。出版

社もずいぶんデジタル化され電子化されつつある。本文

ベースに考えれば70％近くがデジタルという説もある。つ

まりデザイナー、出版社ともデジタル化されているのに受

け渡し方法はフイルムという理不尽な入稿形態が現状で

ある。

さて、それではこの理不尽な入稿を正すべく、だれが

旗を振り先陣を切るべきなのか？　出版社なのか？　会

場での意見では日本ではクライアントだろうという説があ

った。そうかもしれない。クライアント側がその必要性を

説けば実現できるかもしれない。ニュース性の高い情報

を流せ、経費も節減できるだろう。しかしそれをウリにで

きるのは出版社なのではないか？　雑誌はメディアのは

ずだからだ。

他方ではこんな意見もあった。クリエイター側からで

ある。もう印刷の色合わせや、フォントのややこしさで本

来のクリエイティブ以外のことで手一杯だ、もうこれ以上

クリエイティブ以外の仕事を増やしてほしくはないという。

もっともな意見だ。

プリプレス本来の意味である印刷の前工程を誰がど

う受け持つか、再構築する必要がある。大手広告代理店

の新たな系列会社がそのデジタル前工程専門に特化し

た業態も出現した。だがまだまだ混沌としているし宿題

は多い。

さあ、どうする？　だれかトリガーを引かねばならない。

いかがなものか、出版社どの。
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